
概ね順調
産業廃棄物排出量（千トン）

9,958千トン
Ａ

(平成 23 年度)

太陽光発電システムの導入出力数（kW）
124,140kw

Ａ
(平成 24 年度)

Ａ

141千トン

みやぎ環境税を活用した県及び市町村事業
による二酸化炭素削減量（t-CO２）

22,490t-CO2
Ｃ

(平成 23 年度)

クリーンエネルギー自動車の導入台数（台）
62,936台

Ａ
(平成 24 年度)

「宮城の将来
ビジョン」にお

ける体系
政策名 11

政策担当部局

評価担当
部局

環境生活部，経済商
工観光部，農林水産
部，土木部，教育庁

環境生活部

経済・社会の持続的発展と環境保全の
両立

評価対象年度 平成24年度 政策評価シート 政策 11

平成25年度政策評価・施策評価基本票

(指標測定年度)

県内における自然エネルギー等の導入量
（原油換算）（千kl）

Ｃ

政策の状況

政策で取り組む内容
　地球温暖化や資源・エネルギーの枯渇，希少生物の絶滅進行や生態系の破壊など，環境悪化が地球規模での深刻な問題となっ
ている。健全で豊かな環境は，生活を支える基盤であり，生存の基盤でもあることから，県民やNPO，企業，市町村等と連携を図りな
がら，経済や社会の発展と両立する環境負荷の少ない持続可能な地域社会を構築しなければならない。
　また，こうした社会への転換に向け，県民や事業者が，将来世代の持続性を考えて環境に配慮した行動・活動を促す意識啓発等に
取り組む。
　さらに，環境に配慮した製品や事業者が，消費者に選ばれる市場を形成するため，県として率先してグリーン購入などに取り組むほ
か，環境技術の高度化に向けた支援を行う。
　加えて，環境保全への配慮とエネルギーの安定供給との調和を図るとともに，温室効果ガス排出の抑制に向け，省エネルギーや自
然エネルギー等の導入促進や，エネルギーの地産地消に向けた取組を推進する。
　一方，廃棄物対策は身近で重要な課題であり，３Ｒ（発生抑制，再使用，再生利用）を推進するほか，不法投棄の防止など廃棄物の
適正処理を一層推進するため，排出事業者及び廃棄物処理業者等への啓発活動や監視指導を強化する。

施策
番号

施策の名称
平成24年度
決算（見込）
額（千円）

目標指標等の状況 施策評価

政策を構成する施策の状況

584.4千kl
(平成 24 年度)

実績値 達成
度

27
環境に配慮した社会経済
システムの構築と地球環境
保全への貢献

1,475,658

間伐による二酸化炭素吸収量（民有林）（千ト
ン） (平成23年度)

Ｂ

概ね順調

1,035g/人･日

　■達成度　　Ａ：｢目標値を達成している｣（達成率 100%以上）　　　Ｂ：｢目標値を達成しておらず，達成率が80%以上100%未満｣
　　　　　　　　　 Ｃ：｢目標値を達成しておらず，達成率が80%未満｣　　 Ｎ：「実績値が把握できない等の理由で，判定できない」
　■達成率（%）　フロー型：実績値／目標値
　　　　　　　　　　　ストック型：（実績値－初期値）／（目標値－初期値）

24.6%

42.1%

一般廃棄物リサイクル率（％）

産業廃棄物リサイクル率（％）

(平成 23 年度)

(平成 23 年度)

Ｃ

Ｂ

県民一人一日当たりの一般廃棄物排出量
（g/人・日） (平成 23 年度)

28
廃棄物等の３Ｒ（発生抑制・
再使用・再生利用）と適正
処理の推進

116,192,477
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政策を推進する上での課題と対応方針　（原案）

課題 対応方針
・施策27の推進及び評価の前提条件として，特に自然エネルギー
等の導入量については，東日本大震災の影響を勘案した上での
新たな目標指標等の設定が必要である。

・施策28については，震災の影響により一般廃棄物の発生量は増
加しており，目的指標の達成状況が低下していることから，県民の
３Rに対する意識の啓発や市町村の各種取組の支援を継続する
など，状況を踏まえた施策の実施を行う必要がある。

・施策27については，自然エネルギーの導入促進と地球温暖化
対策とは密接不可分の関係にあり，現在，国においては，今回の
震災及び原発事故を踏まえ，「エネルギー基本計画」の見直し及
びこれに伴う地球温暖化対策等が検討されている状況であり，本
県においても，H26.3月を目途に新たな地球温暖化対策実行計
画及び自然エネ・省エネ基本計画を策定する予定である。これを
受けて次年度の新たな温室効果ガス削減目標や導入量目標達
成に向けて各種施策を展開する。
・施策28については，「３R推進ラジオCM」などの普及啓発や市町
村３R連絡会議の開催などの市町村の３R施策充実を目的とした
「市町村３R連携事業」などを活用し，課題解決に向けた事業を進
める市町村を支援していく施策を展開する。

■　政策評価　（原案） 概ね順調

評価の理由・各施策の成果の状況

・経済・社会の持続的発展と環境保全の両立のために，2つの施策を実施した。
・施策27では「環境に配慮した社会経済システムの構築と地球環境保全への貢献」のため実施した事業の全てにおいて成果が出て
おり，概ね順調に推移していると考えられる。東日本大震災の影響で一部の指標では目標を達成できなかったものの，太陽光発電シ
ステムの導入やクリーンエネルギー自動車の導入などでは目標を大きく上回る結果となった。
・なお，目標指標等については，「自然エネルギー等の導入・省エネルギー等の促進に関する基本計画」を根拠としているが，震災以
前に計画を策定しているため，今回の震災及び原発事故を踏まえた国の見直し作業も見すえながら，目標数値等について見直しを
予定している。
・施策28では「廃棄物等の３Ｒと適正処理の推進」のため実施した全ての事業において成果が出ており，概ね順調に推移していると考
えられる。東日本大震災の影響で一般廃棄物に係る指標では目標を達成できなかったものの，産業廃棄物では目標を大きく上回る
結果となった。
・以上のことから本政策の進捗状況は，概ね順調に推移していると判断される。
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